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役員退職慰労金制度役員退職慰労金制度役員退職慰労金制度役員退職慰労金制度のののの廃止及廃止及廃止及廃止及びびびび    

株式報酬型株式報酬型株式報酬型株式報酬型ストックオプションストックオプションストックオプションストックオプション（（（（新株予新株予新株予新株予約権約権約権約権））））制度制度制度制度のののの導入導入導入導入にににに関関関関すすすするおるおるおるお知知知知らせらせらせらせ 
 

 当社は、本日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止することに伴う打ち切り支給の件、取締役

に対する株式報酬型ストックオプション報酬額及び内容決定の件及び監査役に対する報酬額の改定について、平

成 22 年４月 27 日開催予定の第 59 期定時株主総会（以下、「本総会」）に付議することを決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．役員退職慰労金制度の廃止および役員退職慰労金の打ち切り支給 

 当社は、取締役および監査役を対象とする役員退職慰労金制度を、本総会終結の時をもって廃止いたしま

す。なお、本総会終結の時に在任する取締役及び監査役については、在任期間に対応する退職慰労金を打

切り支給することとし、その支給時期は各取締役及び監査役の退任時とすることといたします。 

 

 

２．取締役に対する株式報酬型ストックオプション制度の導入及び監査役報酬額改定の件 

当社の企業価値を反映した株価と取締役報酬の連動性を高めるため、株式報酬型ストックオプションを年額

75百万円を上限として割り当てる制度を導入します。この株式報酬型ストックオプションは役員退職慰労金に

代わるものとして取締役に対して割り当てます。株式報酬型ストックオプションについては、中長期の株主価値

に連動する報酬としての性格を明確にするため、在任期間中は権利行使ができません。 

 なお、当社の取締役に対して、株式報酬型ストックオプションとして発行する新株予約権の内容は別紙「株式

報酬型ストックオプション（新株予約権）の内容」のとおりです。 

 また、監査役につきましては独立性、中立性という職務の性質に鑑み、株式報酬型ストックオプション制度の

対象とせず、金銭での月額報酬に加算する方法で対応いたします。それに伴い、当社の監査役報酬額を年額

10 百万円増額し、年額 60 百万円以内とさせていただきます。 

 



 

＜＜＜＜別紙別紙別紙別紙＞＞＞＞    

    株式報酬型株式報酬型株式報酬型株式報酬型ストックオプションストックオプションストックオプションストックオプション（（（（新株予約権新株予約権新株予約権新株予約権））））のののの内容内容内容内容    

 

１．新株予約権の目的である株式の種類及び数 

  新株予約権の目的である株式の種類は、当社普通株式とし、新株予約権１個の目的である株式の数（以下、「付与

株式数」という。）は、100株とします。ただし、本総会における本議案の決議の日（以下、「決議日」という。）後、当社

が株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整

します。 
 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・併合の比率 
 

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲内

で当社は必要と認める付与株式数の調整を行うことができます。 

上記調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てます。 
 

２．新株予約権の総数 

  毎年定時株主総会の日から１年以内の日に発行する新株予約権の総数は、年額75百万円を、新株予約権の割当

日の当社の株価、一定の基準により算出された株価変動率及び新株予約権の行使可能期間等の諸条件を織り込

んだブラック・ショールズ・モデルに基づき算出される新株予約権１個当たりの公正価額をもって除して得られた数

（整数未満の端数は切捨て）を上限とします。 
 

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることのできる

株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とします。 
 

４．新株予約権を行使することができる期間 

  新株予約権の割当日から50年以内の範囲で、当社取締役会において定めます。 
 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  （イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端

数を切上げるものとします。 

  （ロ）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記（イ）記載の資本金等

増加限度額から上記（イ）に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 
 

６．譲渡による新株予約権の取得の制限 

  譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要します。 
 

７．新株予約権の払込金額 

  新株予約権の払込金額は、ブラック・ショールズ・モデルを用いて算定される公正価値を基準として、新株予約権の

割当に際して取締役会において定めます。 
 

８．新株予約権の行使条件 

  （イ）新株予約権者は、上記４の期間内において、当社又は子会社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を

経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができるものとします。 

  （ロ）新株予約権の一部のみの行使は出来ないものとします。 

  （ハ）その他の新株予約権の行使条件については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会において定めま

す。 
 

９．新株予約権のその他の事項 

  その他新株予約権の内容、細目については、当社取締役会の決議によりこれを定めます。 
 

（ご参考） 

当社は本総会終結の時以降、上記の各新株予約権の内容に準ずる新株予約権を、当社の子会社の常勤取締役に

対し当社が必要と判断する個数を、当該新株予約権の公正価格を基準として決定される額を払込金額として発行

する予定でおります。 

 

 以 上 


